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新旧対照表 

○介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例等について 

 

新 旧 

第１ （略） 
第２ 人員に関する基準（条例第３条） 
１ （略） 
２ 看護職員及び介護職員 
看護職員及び介護職員は、直接入所者の処遇に当たる従業者であるので、

当該介護老人保健施設の職務に専ら従事する常勤職員でなければなりませ

ん。ただし、業務の繁忙時に多数の職員を配置する等により業務の円滑化

が図られる場合及び看護・介護職員が当該介護老人保健施設に併設される

介護サービス事業所の職務に従事する場合は、次の２つの条件を満たす場

合に限り、その一部に非常勤職員を充てても差し支えありません。 
（１） 常勤職員である看護職員又は介護職員が条例によって算定される員

数の７割程度確保されていること。 
（２） 常勤職員に代えて非常勤職員を充てる場合の勤務時間数が常勤職員

を充てる場合の勤務時間数以上であること。 
    また、併設事業所の職務に従事する場合は、当該介護老人保健施設

において勤務する時間が勤務計画表によって管理されていなければな

らず、介護老人保健施設の看護・介護職員の常勤換算方法における勤

務延時間に、併設事業所の職務に従事する時間は含まれないものであ

ること。 
３～７ （略） 

８ 用語の定義 
（１）・（２） （略） 
（３） 「常勤」 

当該介護老人保健施設における勤務時間数が、当該施設において定

められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき

時間数が 32時間を下回る場合は 32時間を基本とする。）に達している
ことをいいます。ただし、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を

行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号）第 23条第 1
項に規定する所定労働時間の短縮措置が講じられている者について

は、入所者の処遇に支障がない体制が施設として整っている場合は、

例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱う
ことを可能とします。 

第１ （略） 
第２ 人員に関する基準（条例第３条） 
１ （略） 
２ 看護職員及び介護職員 
看護職員及び介護職員は、直接入所者の処遇に当たる従業者であるので、

当該介護老人保健施設の職務に専ら従事する常勤職員でなければなりませ

ん。ただし、業務の繁忙時に多数の職員を配置する等により業務の円滑化

が図られる場合は、次の２つの条件を満たす場合に限り、その一部に非常

勤職員を充てても差し支えありません。 
 

（１） 常勤職員である看護職員又は介護職員が条例によって算定される員

数の７割程度確保されていること。 
（２） 常勤職員に代えて非常勤職員を充てる場合の勤務時間数が常勤職員

を充てる場合の勤務時間数以上であること。 
 
 
 
 
 
３～７ （略） 

８ 用語の定義 
（１）・（２） （略） 
（３） 「常勤」 

当該介護老人保健施設における勤務時間数が、当該施設において定

められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき

時間数が 32時間を下回る場合は 32時間を基本とする。）に達している
ことをいいます。当該施設に併設される事業所の職務であって、当該

施設の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられる

ものについては、それぞれに係る勤務時間数の合計が常勤の従業者が

勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであるこ

ととします。例えば、介護老人保健施設に指定通所リハビリテーショ

ン事業所が併設されている場合、介護老人保健施設の管理者と指定通
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新 旧 

また、当該施設に併設される事業所の職務であって、当該施設の職

務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものにつ

いては、それぞれに係る勤務時間数の合計が常勤の従業者が勤務すべ

き時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとしま

す。例えば、介護老人保健施設に指定通所リハビリテーション事業所

が併設されている場合、介護老人保健施設の管理者と指定通所リハビ

リテーション事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間数の

合計が所定の時間数に達していれば、常勤要件を満たすこととなりま

す。 
（４）・（５） （略） 

第３～第５ （略） 
 

所リハビリテーション事業所の管理者を兼務している者は、その勤務

時間数の合計が所定の時間数に達していれば、常勤要件を満たすこと

となります。 
 
 
 
 
 
 
 

（４）・（５） （略） 

第３～第５ （略） 
 

   

 


